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１．はじめに 

 

都市における生活や経済活動を支える基盤として社会

インフラの整備は最も重要な政策の一つである。本稿で

は、社会インフラ整備を計画する上で候補となる代替案

が循環した状態にあり、優先順位の決定が難しいと考え

られる事例について、評価値一斉法を用いて問題を解決

する。次章では循環律について説明し、３章では社会イ

ンフラ整備をする上で代替案に循環律が発生する二つの

事例を紹介し、その内容を解説する。４章では問題の解

決手法を説明する。５章では二つの問題を評価・分析し

た計算結果を表示し、６章を本稿のまとめとする。 

 

２．循環律の説明1)2) 

 

 循環律は意思決定や問題解決の場において、代替案で

ある選択対象の優先順位が決定できない時に度々発生し

ている。循環律には大きく分類して二種類あるが、一つ

目の循環律を次のような例を用い説明する。ある個人が、

バッグを購入する際に、商品Ａ、商品Ｂ、商品Ｃの中か

ら、デザイン、値段、機能の三つの評価基準を加味して

一つを選択することになった。この時、ある個人は次の

ような選好を示した。 

 

Ａ＞Ｂ ， Ｂ＞Ｃ ， Ｃ＞Ａ 

 

これは、「デザイン」の優劣によってＢよりＡが選

好され、「値段」の優劣によってＣよりＢが選好され、

「機能」の優劣によってＡよりＣが選好された結果であ

る。他の事例でも同様な選好結果が示された場合、選択

対象の優先順位が決定できない。このような循環状況は 
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「単純循環律」と呼ばれ、杉浦・木下2）によると単純循

環律は代替案である選択対象を評価するときに特定の選

定基準となる評価基準により評価を行っている場合に発

生するとされる。 

 次に、二つ目の循環律の説明をする。これは意思決定

者が複数存在する場合に意見が集約されて発生する循環

律である。例えば、ある家族（父、母、子）が休日の外

食先を 寿司（Ｓ）、中華（Ｃ）、焼肉（Ｙ）の中から

一つだけ選択したいものとする。このとき、三者（父、

母、子）は次のような選好を表明した。 

   

父・・・Ｓ＞Ｃ，Ｃ＞Ｙ → Ｓ＞Ｙ 

母・・・Ｃ＞Ｙ，Ｙ＞Ｓ → Ｃ＞Ｓ 

子・・・Ｙ＞Ｓ，Ｓ＞Ｃ → Ｙ＞Ｃ 

  

この場合、各個人の選好だけを見ると合理的であり

推移律が成り立っていると言えるが、全体の選好として

見た時、ＳとＣの比較ではＳが選好（父と子により）さ

れ、ＣとＹの比較ではＣが選好（父と母により）され、

ＳとＹの比較ではＹが選好（母と子により）されて、推

移律が成り立たず循環律が生じた。このような循環状況

は「合成の誤謬による循環律」と呼ばれ、杉浦・木下2）

は意思決定者が複数いる場合や、意思決定者の置かれて

いる立場が違うときに発生するとしている。 

 

３．社会インフラ整備で循環律が発生する二つの事例 

 

（１）道路整備計画における代替案のジレンマ3) 

道路整備計画のように政策担当者が、様々な人間の

立場や利害関係を考慮して意思決定する政策においては、

循環律が度々発生する。本稿では、最初に道路整備計画

において代替案に単純循環律が生じる例を紹介する。 

 都市Ⅰで交通基盤を整えるため道路整備を行うものと

する。ここで、候補としてＡ，Ｂ，Ｃの三種類の道路の

中から一つを選択する意思決定しなければならない。な

お、Ａは「大幹線道路」、Ｂは「中規模道路」、Ｃは

「小規模道路」である。この時、候補から選択する意思

決定者は「行政の政策担当者」のみが存在し、行政の政



策担当者は、「費用性」、「環境性」、「利便性」を評

価基準として意思決定する事とする。これらをまとめる

と、図－１のような階層構造となる。 

 

図－１ 道路整備計画の意思決定における階層構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ レベル１：最終目標   

  レベル２：評価基準   

レベル３：代替案 

 

 そして行政の政策担当者は次のような選好を表明した。 

Ｂ＞Ａ ， Ｃ＞Ｂ ， Ａ＞Ｃ 

 

 この選好結果はＡとＢの比較では「費用性」の評価基

準を用い、ＢとＣの比較では「環境性」の評価基準を用

い、そしてＡとＣの比較には「利便性」の評価基準を用

いたために単純循環律が発生した。２章でも説明したよ

うに、選択対象を評価する際に特定の評価基準のみを取

り上げて評価すると、整合性が失われた評価結果となり、

循環律が生じる場合があるのである。 

この代替案のジレンマは、二つ目の事例を示し次章

で解消法を説明した後、５章で解消することとする。 

 

（２）災害復旧計画における代替案のジレンマ4） 

２つ目の事例として、災害で都市が被害を受けた際

の災害復旧計画における代替案のジレンマを紹介する。 

 都市Ⅱで阪神淡路大震災クラスの大地震が発生し、都

市のあらゆる公共施設が壊滅的な被害を受けたと仮定す

る。このとき、公共施設の復旧をするにあたりＸ，Ｙ，

Ｚの災害復旧シナリオ候補の中から、一つを選択すると

いう意思決定をしなければならない。なお、Ｘは全く復

旧させないという「非復旧型」、Ｙはゆっくり時間をか

けて復旧する「長期復旧型」、Ｚは短期間で復旧しよう

とする「短期復旧型」である。この時、候補から一つを

選択する意思決定者として、「行政」，「地域住民」

「（都市計画における）専門家」の三者が存在するもの

とする。これらをまとめると、図－２のような階層構造

となる。 

 

図－２ 災害復旧計画の意思決定における階層構造 

 

※ レベル１：最終目標   

  レベル２：意思決定者  

レベル３：代替案 

 

 そして行政，専門家，地域住民の三者は次のような選

好を表明した。 

○行政・・・  Ｘ＞Ｙ ， Ｙ＞Ｚ ⇒ Ｘ＞Ｚ   

○地域住民・・・Ｚ＞Ｘ ， Ｘ＞Ｙ ⇒ Ｚ＞Ｙ 

○専門家・・・ Ｙ＞Ｚ ， Ｚ＞Ｘ ⇒ Ｙ＞Ｘ 

この選好結果は、各個人毎に見た場合には整合性5)が

保たれており推移律であると言える。しかし、全体とし

てみた場合，ＸとＹの比較ではＸが選好（行政と地域住

民により）され、ＹとＺの比較ではＹが選好（行政と専

門家により）され、ＸとＺの比較ではＺが選好（地域住

民と専門家により）されており合成の誤謬による循環律

が生じている。ここでは、各意思決定者の利害関係の相

違によりジレンマが発生したと推測できる。この代替案

のジレンマも、（１）と同様に５章で解消する。 

 

４．評価値一斉法1)2) 

 

 ３章で示した事例のように、意思決定の場においては

選択対象や代替案の評価が評価基準や複数の意思決定者

の存在によって循環関係が生じることや、一意に定まら

ない場合がある。こうした問題を解決する手法として評

価値一斉法がある。簡単に評価値一斉法について述べる

と、評価の比を用い、ある選択対象や代替案を基準に、

他の選択対象の評価を行い全体として平均を取ることに

より、総合的な評価を導出する手法である。なお、評価

最適な 
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値一斉法の論理的な解説については、杉浦・木下2）の論

文をご参照願いたい。本稿では、杉浦・木下の論文の命

題を、抜粋し結論のみを示す。 

命題2) 

意思決定において、評価者あるいは評価基準ｉ（ｉ=1,2,

3）によって評価された選択対象（代替案）Ｘ，Ｙ，Ｚ

の評価値は 
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に収束し、 ｉM における選択対象（代替案）Ｘ，Ｙ，

Ｚの評価の比はすべて同値となり、優先順位は一意に定

まる。 

 

５．評価値一斉法を用いたジレンマの解消 

 

（１）道路整備計画におけるジレンマの解消 

ここでは、３章（１）で生じた単純循環律を評価値

一斉法により解消する。前述したように、行政の政策決

定者は   Ｂ＞Ａ ， Ｃ＞Ｂ ， Ａ＞Ｃ 

という選好を示している。このとき、政策担当者が、具

体的にどのような評価値を出したのかは表－１のとおり

である。また、各一対比較における各評価基準のウエイ

ト（重み）を表－２に示す。 

表－１ 行政担当者の評価値 

 費用性 環境性 利便性 

道路Ａ（大幹線道路） ６０  ８０ 

道路Ｂ（中規模道路） ８０ ２０  

道路Ｃ（小規模道路）  ６０ ７５ 

 

表－２ 各一対比較における各評価基準のウエイト 

道路Ａ（大幹線道路） 
費用性 

（0.5） 

利便性 

（0.5） 

道路Ｂ（中規模道路） 
費用性 

（0.833） 

環境性 

（0.167） 

道路Ｃ（小規模道路） 
環境性 

（0.333） 

利便性 

（0.667） 

表－１のみを見ると、 

 道路Ａ⇒ 60+80＝140 

 道路Ｂ⇒ 80+20＝100 

道路Ｃ⇒ 60+75＝135 

となり、一見、道路Ａ＞道路Ｃ＞道路Ｂというように優

先順位が決定できるが、各道路を一対比較したときの評

価基準のウエイトを考慮すると、 
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   道路Ａ⇒ 30+40＝70 

   道路Ｂ⇒ 66.64+3.34＝69.98 

道路Ｃ⇒ 19.98+50.25＝70.23 

（道路Ａ≒道路Ｂ≒道路Ｃ） 

となり、意思決定が難しいことが分かる。 

 このジレンマを評価値一斉法で解消するにあたり、も

う一度、表－１に着目すると費用性と利便性の両評価基

準には道路Ａが共通していることが見て取れる。よって

先ほどの定義に基づき道路Ａの評価を基準とし評価値を

1に揃えると式①が得られる。 
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同じように、費用性と環境性の評価基準では道路Ｂが共

通し、環境性と利便性の評価基準では道路Ｃが共通して

いるため、各道路の評価を基準にして評価値を1に揃え

ると式②、式③を得ることができる。 
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 ①、②、③の式から、評価値一斉法によって式④が収

束値として得られる。 
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式④で ),,( CBAiM
i

= の道路Ａ，Ｂ，Ｃの比は唯

一であり、列の和を１に正規化すると式⑤が得られる。 
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式⑤より、道路整備計画の優先順位は道路Ｃ（0.45

5）＞道路Ａ（0.299）＞道路Ｂ（0.246）と意思決定で

きる。 

 

（２）災害復旧計画におけるジレンマの解消 

ここでは３章（２）で生じた合成の誤謬による循環

律を評価値一斉法により解消する。行政、地域住民、専

門家の三者の選好状況は前述したとおりであるが、三者

は表－３のように、それぞれ評価値を出していた。 

表－３ 各意思決定者の評価値 

 行政 地域住民 専門家 

シナリオＸ ８４ ７１ ６６ 

シナリオＹ ７６ ５９ ８６ 

シナリオＺ ６２ ８７ ７２ 

この表から、各意思決定者の評価には整合度が保た

れているが、全体としてみた場合にジレンマ（合成の誤

謬による循環律）が生じていることが見て取れる。また、

各シナリオから見た評価値の合計（行和）が全て221と

なっており優先順位が決定できない。 

 このような合成の誤謬による循環律も、評価値一斉法

を用いれば解消が可能である。最初に、表－３より式⑥

が得ることができる。 
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 先ほどの単純循環律の解消と同様に、定義に基づき各

シナリオの評価を基準として評価値を１に揃える。同様

にシナリオＹの評価を基準として評価値を１に揃え、シ

ナリオＺの評価を基準として評価値を１に揃える。これ

らをまとめたものを式⑦とする。 
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 （Ｇ＝行政、Ｔ=地域住民、Ｓ＝専門家） 

式⑦から、評価値一斉法により収束値として式⑧を

得ることができる。 
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このとき、式⑧の評価値の比は唯一であり、列の和

を１に正規化すると式⑨が得られる。 
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式⑨より、シナリオＹ（0.339）＝シナリオＺ（0.339）

＞シナリオＸ（0.321）となり、一つには絞れないが、

シナリオＸの選択は適さないことは意思決定できる。 

 

６．おわりに 

 

 本稿では、道路整備計画と災害復旧計画の２つの例に

おいて生じた代替案のジレンマを評価値一斉法により解

消した。中西・木下6)によると、ＡＨＰの提唱者である

サーティーは、C.I.(Consistency Index)という整合性

の尺度を設けてはいるが、常に一対比較の結果には推移

律を望んでいるとしている。 

現在から未来にかけては、土木計画をはじめ、多く

の意思決定の場において問題の複雑化や利害関係の相違

により、意思決定者の意思が整合しなくなり循環律（ジ

レンマ）が発生することが増えていくと考えられる。こ

のような意思決定の場においては、評価値一斉法は非常

に有効な手法であると思われる。 

 本稿が、道路整備や災害復旧をはじめとする土木計画

において少しでも貢献できれば幸いである。 
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